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1　建設産業における情報化の必要性
建設産業は、わが国基幹産業の１つであり、国民生活の質の向上を図る上で重要な住宅・社会資本整備の担い手としての役割を強く求められている。
しかしながら、このような建設産業も、その企業経営を見ると、依然他の産業と比較して生産性が低い状況にある。
このような状況を改善するには、組織や人材の高度化といった建設生産システムの改善、新技術導入による省力化工法などの推進とともに、情報化の推進、特に企業間にわたる情報のネットワーク化による事務処理の効率化・高度化を進めていくことが重要である。こうした建設産業全体の情報ネットワークとして、当基金の建設産業情報化推進センター（以下「推進センター」という。）は従来より「CI-NET（Construction Industry NETwork）構想」を提唱し、その実現のために必要な標準の策定や、利用促進施策を推進してきた。またCI-NETは、国土交通省（当時　建設省）の「第一次、第二次構造改善推進プログラム」、平成7年4月に公表された「建設産業政策大綱」、同年6月の「構造改善戦略プログラム」、平成12年の「建設産業構造改善推進3ヵ年計画」、平成16年の「構造改善プログラム2004」および平成19年の「建設産業政策2007」の中でも生産性の向上施策の重要な柱としてその普及促進が位置づけられてきている。また、平成13年10月には国土交通省で電子入札が開始され、建設産業界では官民を挙げて情報化への機運が高まっている。
情報通信技術の発展と普及にともない、わが国産業界においては、オンライン取引等通信ネットワークを活用した情報化への対応が積極的に行われているが、建設産業界においても、業務の合理化・効率化による生産性の向上は重要な課題であり、情報通信ネットワークを活用した情報化に対する期待は大きい。
2　CI-NET構想
昭和63年のCI-NET検討当初に策定した建設産業情報ネットワーク（CI-NET）構想は、建設産業標準のコンピュータネットワークを構築し、これを中核として建設産業における情報化を推進し、高度情報化時代への対応を図ろうとするものであった。こうしたコンピュータネットワークの構築により、これまで情報化が遅れていた建設産業界においても、コンピュータを活用した業務処理の向上や生産性の向上が期待された。
この構想では、ネットワークによる情報交換の対象業務として次の5つを想定している。
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	 ①建設業者間の情報交換業務
総合工事業者、専門工事業者間における見積、注文、出来高、請求、支払などの商取引に必要な情報交換業務。
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	 ②建設資機材業者との情報交換業務
生コン・鉄筋・機材リースなど主要資機材に係わる見積、注文、出荷・入荷、請求、支払などの商取引に必要な情報交換業務。

	

	
	 ③処理代行業務
ネットワークを通じて、各種の事務計算、積算事務、技術計算などの業務処理の代行を行う業務。
	

	
	 ④地域型情報交換業務
労務情報や残土廃材情報、通達・案内など地域性の高い情報を、電子掲示板やメールボックスを利用して相互交換する業務。

	

	
	 ⑤官公庁に対する届出等情報交換業務
道路使用許可や労災関係情報など、監督官庁との情報交換を行う業務。
	


現実には、主として「①建設業者間の情報交換業務」と「②建設資機材業者との情報交換業務」についてEDIを適用するための検討を優先して標準の開発を行い、その実用化を推進してきている。
平成10年度には、従来のVANを利用したEDIに代わり、インターネットを利用したCI-NET実現のための「CI-NET LiteS実装規約」を策定した。その後、対象メッセージの追加やメンテナンスを行い、今日においては商取引にかかる規約は概ね完成しており、この規約に基づいたサービスがシステムベンダやASP事業者*
により提供されている。
平成20年度に掲げた「CI-NETの取組み」では、この仕組みを利用してCI-NET利用者のさらなる拡大を目指している。
3　EDIとは
近年、製造業などの産業では、事務処理のコンピュータ化とともに、社内のコンピュータから通信回線を介して、直接相手のコンピュータにデータを伝送して取引を行う電子取引が行われている。これが、「EDI （Electronic Data Interchange）＝電子データ交換」と呼ばれるもので、業務の効率化、生産性の向上に大きく寄与している。
CI-NETは、建設産業におけるEDIの実現を目指しており、発注者、総合工事業者、専門工事業者、商社や資機材メーカー、関係官庁等の間で、見積書、注文書、出来高報告書、請求書、支払通知書等の帳票データやCADデータ等の技術データをコンピュータ間で直接交換することができる。
しかしながら電子データ交換を個々の企業（組織）間の合意で進めると、取引先毎にコンピュータやソフトウェアを用意する必要があり、多端末現象やソフトウェアの開発費の増大などの問題が発生する。こうした事態を避けるためには、標準的な情報交換の手順・取り決め（プロトコル）を定め、あらゆる企業におけるコンピュータやソフトウェアが互いに情報交換できる環境を整える必要がある。
企業は、自社の社内システムのデータフォーマットからCI-NETの標準メッセージフォーマットに変換してデータを伝送し、または受信した標準メッセージフォーマットを社内用に逆変換することによって、追加投資やシステムの変更を行うことなく、情報交換が可能となるのである。

4　EDIのメリット
一般にEDIのメリットとしては次のようなものがあげられる。
①事務作業の効率化……情報が直接社内システムに送られてくるため、帳票から社内システムへの再入力が不要となる。
②人為ミスの削減………データの再利用により転記ミス、誤照合がなくなる。
③連絡時間の短縮………遠くの取引先にも帳票がデータで迅速に伝送できる。
④企業経営の効率化……データの再利用により、余剰在庫の減少や原価管理など企業経営の効率化を図ることができる。
●CI-NETによるコスト・時間削減効果（事務処理業務についての試算例）
　CI-NETを導入することにより、例えば注文、出来高業務におけるコスト削減効果、時間短縮効果は、以下のように算出される。

いずれも導入前を100として導入後との比較を行っている。
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図0.0.1-2　EDIのメリット
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5　CI-NET標準ビジネスプロトコル
EDIを利用した情報交換を行うためには、標準的な手順・取り決めが必要となる。この取り決めが標準ビジネスプロトコルと呼ばれるものである。
すなわち、EDIは従来の書類による取引とは異なり電子的な取引形態となるため、新たに当事者間でこの形態により取引を行うための各種の取り決めが必要となる。
　標準ビジネスプロトコルは、次の４つの規約から構成される。
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【標準ビジネスプロトコル】
①情報伝達規約（通信プロトコル）

自社のコンピュータが相手企業（組織）のコンピュータと接続するための、互いに使用する通信回線の種別や、伝送制御手順などの取り決め。
②情報表現規約

伝送するデータを双方のコンピュータが理解できるようにするための、メッセージフォーマット（帳票データの形式）やデータコードに関する取り決め。
③業務運用規約

ネットワークシステムの運用時間、障害対策などのシステム運用に関する取り決め。
④取引基本規約

EDIで行う取引業務を特定したり、責任の分担を明らかにするなどの基本的な取り決め。
推進センターでは、建設産業界においてEDIで情報交換を行う際に必要となる標準ビジネスプロトコル（CI-NET標準ビジネスプロトコル）の策定を行っている。

6　CI-NETによる実際のデータ交換
発信者は、自社のコンピュータが作成した帳票データを、トランスレータというソフトウェア（｢第3章 第1節 5　CIIトランスレータの使用」を参照）を使ってCI-NETの標準メッセージフォーマットに変換して発信する。伝送された帳票データは、受信先で再びこのトランスレータによって、受信先のコンピュータに合わせた帳票データの形に変換される。
このように標準ビジネスプロトコルを用いれば、各企業が平等に１回のデータ変換を行うだけで、現在利用している各社のコンピュータ、データ、帳票などをそのまま使いながら、お互いに誰とでもデータ交換を行うことが可能となる。


図0.0.1-4　CI-NETによる実際のデータ交換
標準ビジネスプロトコルVer.1.2からはCADデータの交換も行えるように改訂されており、CADデータのみの授受や、見積書などの帳票データと共に関係するCADデータの授受を行うことも可能となっている。
また、CI-NETの標準メッセージフォーマットへ変換を行うトランスレータ機能を有するパッケージソフトやASPサービスを利用することで上記に示すようなデータ交換が実現できる。

7　CI-NET LiteS（CI-NETライツ）について
推進センターでは、インターネットの普及にあわせてその利用の検討を進めた結果、インターネットを利用してEDIを行うための規約として「CI-NET LiteS実装規約」を平成10年度に策定した。
この実装規約は、CI-NET標準ビジネスプロトコルに準拠し、通信方式や情報表現規約であるメッセージフォーマットを構成するデータ項目などを、実際の業務に則して扱いやすくするため、いわゆるメッセージサブセットを定義したものである。
　CI-NET標準ビジネスプロトコルとCI-NET LiteS実装規約の関係は、法律用語に置き換えると「憲法」と「法律」の関係に例えられる。いわば、CI-NETという業界標準の「大枠」を定めているのが標準ビジネスプロトコルであり、それをシステム的な実装に係る規定を定めているのが実装規約ということができる。

CI-NET標準ビジネスプロトコルとCI-NET LiteS実装規約の関係を図示すると下図のようになる。CI-NETの導入を検討する場合は、CI-NET LiteS実装規約に準拠したシステムの利用や対応が有効である。
	
	
	CI-NET標準
ビジネスプロトコル

	
	CI-NET LiteS実装規約

	
	
	
	
	

	情報伝達規約
	
	互いに使用する通信回線の種別や伝送制御手順などの取り決め。
	
	通信方式（電子メール）

セキュリティ方式（S/MIME）

技術資料の添付方式　などを規定。

	
	
	
	
	

	情報表現規約
	
	伝送するデータを双方のコンピュータが理解できるようにするための、メッセージフォーマットやデータコードに関する取り決め。
	
	シンタックスルールの採用。

メッセージサブセット（標準ビジネスプロトコルの標準メッセージより選択）の解説。

	
	
	
	
	

	業務運用規約
	
	ネットワークシステムの運用時間、障害対策などのシステム運用に関する取り決め。
	
	策定せず

（標準ビジネスプロトコルを参考に個々に締結する）

	
	
	
	
	

	取引基本規約
	
	EDIで行う取引業務を特定したり、責任の分担を明らかにするなどの基本的な取り決め。
	
	策定せず

（標準ビジネスプロトコルを参考に個々に締結する）


図0.0.1-5　CI-NET標準ビジネスプロトコルとCI-NET LiteS実装規約との関係






























【企業情報】注文業務の企業：総合工事業者（売上高170億円、従業員190人）


出来高業務の企業：出来高報告を手書き作成していた専門工事業者（売上高23億円、従業員24人）


【削減内容】コスト：事務処理削減・スピードアップによる人件費、書類郵送費、管理スペース利用料等の削減


時　間：事務処理削減・スピードアップによる工数、書類提出の移動時間等の削減


【前提条件】効果試算のいずれのケースも全取引にCI-NETを適用した場合を仮定している。また取引に参加する企業のパソコンやインターネット整備、啓発普及・研修に係るコストは勘案していない。


【出典】建設業の生産高度化に向けた先進的業務モデル　導入マニュアル（平成16年国土交通省発行）をもとに、建設業振興基金にて加工
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CI-NET標準ビジネスプロトコルに準拠したシステムを利用すれば、互いに自社のシステムを変更することなく帳票内容を授受できます。





図0.0.1-3　CI-NET標準ビジネスプロトコル











図0.0.1-1　CI-NET対象業務






















































































































































































*� ASP事業者(エーエスピー： Application Service Provider)： コンピュータ・ソフトウェアを販売する代わりに、ネットワーク経由でソフトの機能を有償で提供する事業者。ユーザーは、ブラウザとインターネットを利用することでソフトウェアを利用できるため、ソフトウェアの導入、運用などの手間を少なくできるメリットがある。
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